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平成30年８月１日 
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本社所在地 東京都渋谷区代々木３－２５－３ 

                      会 社 名 レ  カ  ム  株  式  会  社 

                      代 表 者 名 代表取締役社長 伊  藤  秀  博 

                       （コード番号：3323 東証 ＪＡＳＤＡＱ Ｓ） 

                      問 合 せ 先 取締役執行役員ＣＦＯ 

兼経営管理本部長 

                                      砥 綿  正 博 

                                                     （ＴＥＬ:０３－４４０５－４５６６） 

                                                     （ＵＲＬ: http://www.recomm.co.jp） 

 

 

ミャンマーでの新会社設立についてのお知らせ 

 

 

 当社は、本日平成30年８月１日に、ミャンマー連邦共和国・ヤンゴン市において、ＬＥＤ照明、業

務用エアコン等、環境関連商材を展開する新会社を設立し、営業を開始いたしましたので、お知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．新会社の概要 

（１）商号 レカムビジネスソリューションズ（ミャンマー）株式会社 

（２）代表者 代表取締役社長 伊藤 秀博 

（３）資本金 30 万US ドル（約 3,330 万円） 

（４）大株主および 

持ち株比率 

レカム株式会社 100％  

 

（４）所在地 

 

# 509, 5th Floor Hledan Centre Corner of Pyay Road & Hledan Road, 

Kamaryut Township,Yangon,Myanmar 

（５）営業開始日 平成30年８月１日 

（６）主な事業の内容 ＬＥＤ照明、業務用エアコンなどの環境関連商材の展開 

（７）役員 代表取締役社長 伊藤 秀博（レカム株式会社代表取締役社長 兼 グルー

プCEO 兼 海外法人事業本部長 兼 経営戦略本部長） 

取締役営業部長 三島 俊洋（ミャンマーレカム株式会社代表取締役社

長） 

取締役管理部長 大畑 康弘（ベトナムレカム有限会社管理担当役員） 

取締役（非常勤） 砥綿 正博（レカム株式会社執行役員CFO 兼 経営管理



 
 

2 

 

 

本部長） 

取締役（非常勤） 甲藤 将幸（レカムビジネスソリューションズ（大連）

株式有限公司董事兼法人事業部長） 

 

２．ミャンマー連邦共和国でのＬＥＤ照明販売事業について 

当社グループは、中小企業のお客様に対して情報通信機器の販売、設置工事、保守、インターネッ

トサービスの販売を主力事業として行うほか、ＬＥＤ照明などの環境関連商材の販売や電力の小売り

を行う環境関連事業、ＢＰＯ（顧客の業務プロセスの一部を受託する）事業、海外法人事業（海外拠

点における環境関連事業やＯＡ機器の販売等）を行っております。 

当社グループのミャンマー連邦共和国への進出は、平成26年 12月にミャンマーレカム株式会社を

設立しＢＰＯ事業を開始したことから始まり、平成29年 11月には同社の一事業部としてＬＥＤ照明

販売を試験的に開始しておりました。ＬＥＤ照明販売事業では、仕入ルートや商流、販売方法、工事

会社の確保等を模索してまいり、日系企業のみならず、外資企業へのマーケティングを行ってまいり

ました。また、ＬＥＤ照明のほか、業務用エアコン等の販売についてもマーケティングを行ってまい

りました。 

ミャンマー連邦共和国においては平成29年12月に会社法の改正が成立し、本日平成30年8月1日

より施行されました。今回の改正は、外資企業に対する規制を緩和し、投資を促すことにより同国の

経済成長を牽引することを目的としており、同国においては今後も外資企業への市場開放がより進み、

日系企業の進出も増加していくものと考えられます。また、アジア開発銀行によれば、ASEAN10カ国の

中でのGDP成長率は平成30年が4位、平成31年にはトップの年率7.2％成長となると予測しており、

今後ASEAN諸国の中でも高い経済成長率が期待されております。 

こうしたなか、上記ＬＥＤ照明や業務用エアコン等の市場に関するビジネスマーケティングの状況

や同国の外資企業に対する市場開放政策が進むことにより市場が大きく成長する見通しであること、

日系企業に環境関連商材を販売する事業を展開する競合企業が皆無なこと、当社には独自のレンタル

販売モデルを有していることなどを踏まえますと、ＢＰＯ事業とは別の環境関連商材販売専業の事業

会社を設立し、他社が進出していない環境下でいち早く市場を開拓することにより、先行者利益を享

受することができるものと判断し、新会社を設立して営業を開始することといたしました。 

 

３．今後の見通し 

本件により、当社の当期ならびに来期以降の連結業績に与える影響等につきましては、現在精査中

であり、開示すべき事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


